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令和 8 年 3 月

令和 7 年度 令和 16

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞

◇水道使用料

④ 組　織

　建設課長－上下水道係長－上下水道係

◇年齢構成

0 人

1 人

1 人

1 人

0 人

3 人

計 画 給 水 人 口 1,970

現 在 給 水 人 口 1,815
法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適

㎥／日

令和2年4月1日

55.21

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 73.5

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

0

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 1,110

― ２４２円

官公署 ２５㎜ ３３０円

団体用 ４０㎜ ４７５円

船舶用 （消費税を含む）

臨時用 ― ― ３３０円

（消費税を含む）

合計

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

利尻町

簡易水道事業

計 画 期 間 ：

4

～

管 路 延 長

0.34

供 用 開 始 年 月 日 昭和46年3月31日

水 源

別添１－２

利尻町簡易水道事業経営戦略

事業の現況

用途別とし、基本料金、超過料金及びメーター使用料（口径別）を賦課している。

―

 61歳～

 51～60歳

 41～50歳

 31～40歳

 　～30歳

２０㎥まで

５００㎥まで

用途 口径

１７６円

９４円

◇メーター使用料

３，９６０円

６５，９７８円

料金

家事用 １３㎜ ２７５円

営業用 ２０㎜ ３３０円

基本水量

１０㎥まで

２０㎥まで

基本料金

１，９８０円

３，９６０円

超過料金

１７６円

１７６円

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

1,784 1,753 1,722 1,691 1,660 1,629 1,598 1,567 1,536 1,505

（２）

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

332.2 316.7 301.7 287.4 273.7 260.5 247.9 235.8 224.2 213.1

242.0 237.8 233.6 229.4 225.2 221.0 216.8 212.6 208.4 204.2

72.8% 75.1% 77.4% 79.8% 82.3% 84.8% 87.4% 90.1% 92.9% 95.8%

（３）

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

48,804 47,956 47,108 46,260 45,412 44,564 43,716 42,868 42,020 41,172

（４）

これまでの主な経営健全化の取組

　一般会計から繰入は基準外の繰入をなるべく抑えるように努め、必要最小限の維持管理費用により事業運営している。

給水人口の予測

※添付した「経営比較分析表」に補足すべき内容（経営指標や日本水道協会「水道事業ガイドライン」における指標を活用した分析等）を記載すること。

　過去の給水人口の推移から、将来の給水人口を予想しており、令和17年度では1,505人を見込んでいる。

年度

給水人口（人）

　予測した給水人口により用途別給水量を推計し、今後の水需要を予想している。給水人口と同様に年々減少する見込みである。

料金収入の見通し

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　当面は現体制を継続していくことになると考えているが、水道事業の経営効率を図るため、必要に応じて事務事業の見直しや民間への委託化などを検討していく。

水需要の予測

組織の見通し

（単位：千㎥）

　予測した水需要予測により、今後の水道料金収入を予測している。給水人口、水需要予測と同様に年々減少する見込みである。

（単位：千円）

年度

年間配水量

年間有収水量

水道料金収入

年度

有収率



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

委託料では、検針業務、水質検査業務をすでに委託しているため、さらに委託の余地がないか今後検討していく。
修繕費は、機器等の定期的な点検・補修の実施により経営の削減を図る。

　当事業においては、依然として給水人口の減少が続いており、有収水量の増加は見込めない状況にあるが、住民生活に欠かすことのできない安全で安心な水の安定
供給を維持していくためには、事業運営に必要な財源を安定的に確保していくことが重要である。
　このため、使用料収入をはじめとする自主財源の確保に努めるとともに、必要に応じて使用料の見直しを検討するほか、事務事業の効率化や経費削減を図り、健全で持
続可能な経営基盤の確立に取り組むものとする。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

特にありません。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

特にありません。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

そ の 他 の 取 組 特にありません。

必要に応じて検討していく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①　収支計画のうち投資についての説明

広 域 化

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

目 標
将来の水需要予測を考慮した施設更新に努めるとともに、更新費用の抑制を図る。
また、災害に強く安全で安心な水の安定供給に努める。

目 標 人口の減少に伴い料金収入が減少することから、料金改定等を検討するなど、経営の健全化に取り組む。

②　収支計画のうち財源についての説明

耐用年数を超えた施設の更新費用の平準化を図るとともに、既存施設の長寿命化にも努めるために、更新計画等の策定を検討する。

料金収入は、給水人口予測により推計した水需要予測により推計している。
企業債、国庫補助等の収入は見込んでいない。
繰入金は基準内繰入の他、最低限の基準外繰入を見込んでいる。

必要に応じて検討していく。

必要に応じて検討していく。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り



②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

概ね5年ごとに見直しを行い、経営戦略の事後検証、更新を行う予定である。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

施設改良等の事業が予定されており、財源不足分は起債で賄う予定である。

基準内での繰入を原則としているが、場合によっては必要最小限での基準外繰入を見込んでいる。

今後においても財源不足が予想されるため、料金改定について検討していく。

特にありません。

そ の 他 の 取 組 特にありません。

企 業 債

繰 入 金



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 56,140 55,468 54,521 53,574 52,627 51,680 50,733 49,786 48,839 47,892 46,945
(1) 50,254 49,652 48,804 47,956 47,108 46,260 45,412 44,564 43,716 42,868 42,020
(2) (B) 5,886 5,816 5,717 5,618 5,519 5,420 5,321 5,222 5,123 5,024 4,925
(3)

２． 74,797 73,901 72,639 71,377 70,115 68,853 67,591 66,329 65,067 63,805 62,543
(1) 22,186 21,920 21,546 21,172 20,798 20,424 20,050 19,676 19,302 18,928 18,554

22,186 21,920 21,546 21,172 20,798 20,424 20,050 19,676 19,302 18,928 18,554

(2) 45,495 44,950 44,182 43,414 42,646 41,878 41,110 40,342 39,574 38,806 38,038
(3) 7,116 7,031 6,911 6,791 6,671 6,551 6,431 6,311 6,191 6,071 5,951

(C) 130,937 129,369 127,160 124,951 122,742 120,533 118,324 116,115 113,906 111,697 109,488
１． 121,814 120,356 118,300 116,244 114,188 112,132 110,076 108,020 105,964 103,908 101,852
(1) 17,513 17,303 17,007 16,711 16,415 16,119 15,823 15,527 15,231 14,935 14,639

8,863 8,757 8,607 8,457 8,307 8,157 8,007 7,857 7,707 7,557 7,407

8,650 8,546 8,400 8,254 8,108 7,962 7,816 7,670 7,524 7,378 7,232
(2) 30,622 30,256 29,739 29,222 28,705 28,188 27,671 27,154 26,637 26,120 25,603

8,469 8,368 8,225 8,082 7,939 7,796 7,653 7,510 7,367 7,224 7,081
6,028 5,956 5,854 5,752 5,650 5,548 5,446 5,344 5,242 5,140 5,038
5,341 5,277 5,187 5,097 5,007 4,917 4,827 4,737 4,647 4,557 4,467

10,784 10,655 10,473 10,291 10,109 9,927 9,745 9,563 9,381 9,199 9,017
(3) 73,679 72,797 71,554 70,311 69,068 67,825 66,582 65,339 64,096 62,853 61,610

２． 8,743 8,457 8,172 8,070 7,972 7,809 7,646 7,491 7,331 7,174 6,996
(1) 6,149 5,894 5,653 5,595 5,541 5,422 5,303 5,192 5,076 4,963 4,829
(2) 2,594 2,563 2,519 2,475 2,431 2,387 2,343 2,299 2,255 2,211 2,167

(D) 130,557 128,813 126,472 124,314 122,160 119,941 117,722 115,511 113,295 111,082 108,848
(E) 380 556 688 637 582 592 602 604 611 615 640
(F) 7,116 7,031 6,911 6,791 6,671 6,551 6,431 6,311 6,191 6,071 5,951
(G) 1,683 1,663 1,635 1,607 1,579 1,551 1,523 1,495 1,467 1,439 1,411
(H) 5,433 5,368 5,276 5,184 5,092 5,000 4,908 4,816 4,724 4,632 4,540

5,813 5,924 5,964 5,821 5,674 5,592 5,510 5,420 5,335 5,247 5,180
(I)
(J) 42,762 42,249 41,528 40,806 40,085 39,363 38,641 38,920 37,198 36,476 35,755

6,513 6,435 6,325 6,215 6,105 5,995 5,885 5,775 5,665 5,555 5,445
(K) 40,662 40,175 39,489 38,802 38,116 37,430 36,744 36,058 35,371 34,685 33,999

27,588 27,258 26,792 26,327 25,861 25,396 24,930 24,465 23,999 23,533 23,068

9,235 9,124 8,968 8,812 8,656 8,501 8,345 8,189 8,033 7,877 7,721
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 50,254 49,652 48,804 47,956 47,108 46,260 45,412 44,564 43,716 42,868 42,020

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

8年度 13年度 14年度 15年度 16年度9年度 10年度 11年度 12年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１．

２． 15,020 14,840 14,587 14,334 14,081 13,828 13,575 13,321 13,068 12,814 12,561

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 15,020 14,840 14,587 14,334 14,081 13,828 13,575 13,321 13,068 12,814 12,561

(B)

(C) 15,020 14,840 14,587 14,334 14,081 13,828 13,575 13,321 13,068 12,814 12,561

１． 7,111 7,026 6,906 6,786 6,666 6,546 6,426 6,306 6,186 6,066 5,946

２． 23,026 27,589 29,924 29,732 34,371 35,845 34,999 32,539 26,656 25,552 22,926

３．

４．

５．

(D) 30,137 34,615 36,830 36,518 41,037 42,391 41,425 38,845 32,842 31,618 28,872

(E) 15,117 19,775 22,243 22,184 26,956 28,563 27,850 25,524 19,774 18,804 16,311

１． 15,117 14,936 14,680 14,424 14,168 13,912 13,656 13,401 13,145 12,890 12,635

２．

３．

４．

(F) 15,117 14,936 14,680 14,424 14,168 13,912 13,656 13,401 13,145 12,890 12,635

4,839 7,563 7,760 12,788 14,651 14,194 12,123 6,629 5,914 3,676

(G)

(H)

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込
22,185,542 21,919,847 21,545,458 21,171,069 20,796,680 20,422,291 20,047,902 19,673,513 19,299,124 18,924,735 18,550,346

22,185,542 21,919,847 21,545,458 21,171,069 20,796,680 20,422,291 20,047,902 19,673,513 19,299,124 18,924,735 18,550,346

22,185,542 21,919,847 21,545,458 21,171,069 20,796,680 20,422,291 20,047,902 19,673,513 19,299,124 18,924,735 18,550,346

16年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度8年度本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

15年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

13年度 14年度 15年度

他 会 計 負 担 金

16年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 57,178

（１） (B) 51,910

ア 48,316

イ (C) 3,587

ウ 7

（２） 5,268

ア 5,268

イ

２ (D) 51,604

（１） 46,336

ア 12,936

イ 33,400

（２） 5,268

ア 5,268

イ

３ (E) 5,574

1 (F) 197,374

（１） 138,400

（２） 16,804

（３）

（４）

（５）

（６）

（７） 42,170

２ (G) 201,190

（１） 183,796

（２） (H)

（３） 17,394

（４）

（５）

３ (I) △ 3,816

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

本年度

(J) 1,758

(K)

(L) 3,110

(M)

(N) 4,868

(O)

(P) 4,868

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 48,323

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

5,268

2,107

3,161

16,804

6,721

10,083
22,072

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金



布設年月日 昭 和 ４ ６ 年 ４ 月 １ 日

給水人口 1，815人

計算期間 自７年１０月至１７年３月

（１０年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

50,254 50,254 50,254

5,886 5,886 5,886

0

56,140 56,140 0 56,140

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

給 料 3,224 3,224 3,224

諸 手 当 1,549 1,549 1,549

福 利 費 813 813 813

9,134 9,134 9,134

6,490 6,490 6,490

0

17,665 17,665 17,665

38,875 38,875 0 38,875

給 水 装 置 工 事 費

そ の 他

合 計

項 目

取
水
・
貯
水
及
び
導
水
費

人
　
件
　
費

給 料

用 水 費

減 価 償 却 費

そ の 他

電 力 費

修 繕 費

金　　　　　　　　額

小 計

そ の 他

小 計

浄
水
及
び
送
水
費

人
　
件
　
費

収　　入　　の　　部

項 目

料 金 (X)

金　　　　　　　　額

支　　出　　の　　部

減 価 償 却 費

そ の 他

小 計

配
　
　
　
水
　
　
　
費

人
　
件
　
費

電 力 費

修 繕 費

原価計算表

浄 水 用 薬 品 費

電 力 費

修 繕 費

減 価 償 却 費



　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

項 目
金　　　　　　　　額

支　　出　　の　　部

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

0

0

0 0 0 0

給 料 5,640 5,640 5,640

諸 手 当 2,098 2,098 2,098

福 利 費 1,351 1,351 1,351

0

0

370 370 370

0

0

0

6,180 6,180 6,180

73,678 73,678 73,678

3,195 3,195 3,195

92,512 92,512 0 92,512

131,387 131,387 0 131,387

131,387

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.38

＜料金水準についての説明＞

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは，当分の間，その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合に、
使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）を、適正
かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「水道料金算定要領」
（公益社団法人日本水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載す
ること。

料 金 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

資 産 維 持 費 （ Z ）

給
水
装
置
工
事
費 そ の 他

人
　
件
　
費

材 料 費

減 価 償 却 費

そ の 他

光 熱 費

修 繕 費

公 課

有収水量が人口減少の加速により減少していく見通しです。
一方、人件費や維持管理費用など物価上昇の影響から料金回収率は、悪化の見通しを想定しています。
今後は、料金体系の再検討をして料金改定につなげていきます。

小 計

合 計 (Y)

備 品 費

消 耗 品 費

通 信 運 搬 費

小 計

一
　
般
　
管
　
理
　
費

人
　
件
　
費

支 払 利 息



全体総括

0.76

令和５年度から水道管の移設工事を実施してお
り、新たに多額の地方債の発行を行っている。
　収益的収支比率については、近年人口の減少に
伴い、減少傾向にあるため、支出が収入を上回
り、一般会計からの繰入金に頼らざるを得ない状
況になってきている。そのため、実質的な収入確
保の取り組みとして、令和２年度に基本料金の改
定を実施したところである。
　施設の数や規模としては、人口の規模に沿った
施設となっているが、人口減少の影響で、施設の
稼働効率も年々減少傾向となっているが、有収率
は類似団体平均と比較しても高い水準を維持して
いる。
　施設整備については、前述の取水井工事に加
え、経年劣化による配水池施設や管路網の老朽化
がみられるため、計画的に更新工事を行う必要が
あるほか、新たな水源整備に係る費用も増大して
おり、今後給水コストの増大が懸念されるため、
財源の確保にはさらなる検討が必要である。
　料金収入の面では、令和２年度に料金改定を実
施したところであるが、依然として料金設定が類
似団体と比べて低く、健全経営のための財源とし
ては不十分であり、更なる料金改定の検討に取り
組む。

2. 老朽化の状況について

前項にも記したように今後、経年劣化等による老
朽管の更新や配水池の更新が必要となってくるた
め、計画的に更新工事を行う必要がある。また、
大規模な更新や不測の事態に対応できるよう財源
の確保が必要なことから、事業の見直しを図り更
なる経費の削減に努める。

2. 老朽化の状況

給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2) － 類似団体平均値（平均値）

上記の分析により改善すべき課題について次の取
組を行う必要があると考える。
　施設等の更新については、計画的かつ継続的に
行う必要がある。実施にあたっては、費用負担を
軽減するため活用可能な特定財源の確保を検討し
ながら効率的な事業の実施に取り組む。
　料金収入については、前述のとおり令和２年度
に料金改定を実施したところであるが、住民への
急激な負担増を強いることはできないため、定期
的に見直しを行うと同時に今後も段階的に料金改
定を行い、住民への周知や理解の徹底を図る必要
がある。
　過疎化が進む自治体では、独立採算制による経
営を行うことは非常に困難になりつつあるが、少
しでも一般会計繰入金を縮減し、より健全な経営
を行うことが重要であると考える。

2,351.32 【】 令和6年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 60.65 100.00 3,740 1,787

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人)

1,830 76.50 23.92 ■ 当該団体値（当該値）法適用 水道事業 簡易水道事業 C4 非設置

経営比較分析表（令和6年度決算）
北海道　利尻町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 0 0 0 0 0

平均値 0 0 0 0 0.25

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 0 0 0 0 96.08

平均値 0 0 0 0 102.26

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 0 0 0 0 5.33

平均値 0 0 0 0 28.04

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 0 0 0 0 24.62

平均値 0 0 0 0 11.15

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

①経常収支比率(％)

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 0 0 0 0 0

平均値 0 0 0 0 82.37

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 0 0 0 0 105.16

平均値 0 0 0 0 101.6

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 0 0 0 0 1022.43

平均値 0 0 0 0 1398.03

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 0 0 0 0 60.27

平均値 0 0 0 0 39.15

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 0 0 0 0 334.61

平均値 0 0 0 0 392.81

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 0 0 0 0 87.05

平均値 0 0 0 0 29.19

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

37257 37622 37987 38353 38718

当該値 0 0 0 0 70.65

平均値 0 0 0 0 66.04

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【102.02】 【26.96】 【142.39】 【1,043.36】

【70.34】【48.33】【285.60】【56.19】

【35.50】 【16.16】 【0.28】


